戦後日本における輸出主導型成長仮説の再検討 by 田中 茂和 & Tanaka Sigekazu
戦後日本における輸出主導型成長仮説の再検討*
田 中 茂 和
1.序
周知のように,経 済成長の源泉をめ ぐって様々な議論が展開されてきている。
世界経済の発展の中で世界貿易の拡大を上回 るスピー ドで貿易の伸びを経験 し
たり,国 民所得の成長を上回る輸出拡大を達成した国がある。そうした経験を
もつ国民経済を観察対象にして経済成長過程における輸出の役割が重視される
ようになった。すなわち,経 済成長の始発的な刺激が国内からではなく外部か
ら与えられた成長パターンが注目されるようになったのである。いわゆる 「輸
出主導型成長」仮説の登場である。それは経済成長の主たる源泉が輸出に求あ
られる経済成長パターンを示唆する。 ・
「輸出主導型成長」という呼称が,い つ頃から一般的に用いられるようになっ
たかは,知 るよしもないが,も とを正せば経験的概念 として提示 されたようで
ある。本稿は日本経済の発展 と輸出との関係をさぐることをね らいとする以上,
輸出主導型成長に関する諸研究についての展望はケイヴズ[1971]に ゆずる。
日本経済は資源不足国であり,そ のため輸入原材料依存度が高 く,経 済成長
は輸入の増加 とそれを賄なう輸出の拡大なしにはおこりえないことは誰しも認
めるであろう。そしてまた,日 本の輸出の成長率が戦前 ・戦後を問わず世界貿
易の拡大スピー ドを上回っていたことも事実である。かくして,日 本の経済成
長にとって輸出が大きな貢献を したであろうことは推測に難 くない。 しか し,
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このことは輸出が主たる成長源泉であった,と いうこととは必ず しも関係ない。
戦後 日本経済の発展に限定すれば,国 際収支,と くに経常収支の黒字基調が
定着したのは1960年 代後半に入ってか らである。それまでは,好 況期には国際
収支が赤字となり,不 況期には黒字 となるという関係があり,「収支の天井」
が存在 した。この頃から日本経済は輸出増大を通 じて総需要を拡大し,成 長率
を高めているとして,日 本経済は 「輸出主導型成長」パターンをたどっている
と主張されはじめた。つまり,輪 出主導型成長は有効需要の創出を海外に求め
る以上,わ が国は貿易相手国への 「失業の輸出」を行っているとして,経 済運
営の仕方を非難iする声が諸外国で高まった。たしかに,不 況期の輸出拡大は日
本経済にとって一種の景気自動安定化装置の役割を果す。この失業の輸出は海
外経常余剰(輸 出マイナス輸入)に 関係するのである。
ところで1973年 来の第1次 石油危機以降世界景気は低迷 し,そ れまでの世界
経済の順調な拡大とは事情が異なってきている。近年の貿易摩擦は以前のそれ
と同じく,特 定産業でおこる,と いう点では ミクロ的な現象ではあるが,総 需
要の停滞,失 業の増大といったマクロ的な背景が貿易摩擦をより激化させてい
るといえよう。不況期の輸出 ドライヴが日本経済で固有に作用する背景として
しばしば指摘されることは日本企業の自己資本比率が低 く,し たがって外部借
入に対する利子負担が大きく,そ の上終身雇用制を慣行 としているため,操 業
短縮や レイオフが困難であること,等 である。不況期には過剰労働力が生 じ,
内需が不振のときにはその結果生 じる過剰生産物のはけ口を輸出に求めざるを
得なくなる。その上,景 気安定化対策として財政政策は,赤 字国債の大量発行
により機動性に乏 しくなってきている。
以上のように,第1次 石油危機以降の低成長期においては,以 前の高度成長
期に比 して輸出 ドライヴのインセンティヴが高まっている一方,輸 出主導型成
長に対する風あたりが強 くなっている,と 思われる。輸出主導型成長に関 して
はせいぜい1960年 代の高度成長期までを観察期間とした分析しかない。そこで
本稿は高度成長期における観察結果を踏まえ,低 成長期を含めて 「輸出主導型
成長」仮説の検証を行 うことを主たる目的とする。それにより高度成長期 と低
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成長期における輸出と経済成長との関係が比較可能となる。
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H.単 純 な分 析
まずGNPの 伸び と輸出の伸び との関係をみて みよ う。名 目ベ ースでみ ると
表1に み られ るように,名 目GNPに 対す る名目の財 ・サ ーヴィス輸出の割合
は,1965年 か ら1974年 まではお よそ10%か ら11%と かな り安定 して いた。 しか
し,75年 以降 はお よそ11%か ら15%へ と高い水準に シフ トして いる。 これを実
質べ 一スで見 なおす と,異 った様相が うかがえ る。
GNPデ フ レーターよりも急速な上昇す う勢を考慮 すれば,表 に示 された不
変価格表示で は,GNPに 占め る輸出の割合は循環的なパター ンを示 しなが ら
表1GNPと 輸出入(1965-82年)(%)
GNPに 占める財 ・ GNPに対する
年 サービスの輸出割合 貿易収支の割合
名 目 ベ ー ス 1975年 価格名 目ベ ー ス 1975年 価格
1965 10.1 7.8 3.5 一1 .7
66 10.6 8.2 1.6 一1 .5
67 9.7 7.8 0.2 一3 .1
68 10.2 8.5 1.1 一2 .1
69 10.6 9.1 1.6 一1 .6
70 10.8 9.6 1.3 一1 .7
71 11.7 10.8 2.7 一1 .1
72 10.6・ 10.4 2.3 一1 。6
73 10.0 10.2 0.0 一3 .5
74 10.7 12.7 一 〇.4 一1 .8
75 12.8 12.9 0.0 0.0
76 13.6 14.6 0.8 1.6
77 13.2 14.8 1.7 1.8
78 11.2 14.8 1.8 1.6
79 11.7 14.6 一 〇。9 0.4
80 13.9 16.6 一 〇.9 4.0
8r 15.1 18.3 0.8 6.0
82 14.9 17.9 0.7 5.6
も,す う勢 としては上昇傾向にある。とりわけ第1次 石油危機によるインフレ
圧力がフルに効力を発輝 しはじめた74年以降にはそれ以前にはみ られた循環的
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パターンがほとんど消滅 しており,一 段と上昇が加速されてい る。かくして,"
すう勢的にGNPよ りも輸出成長率が高い,と いう意味では戦後日本経済の成
長パターンは、低成長期も含め一貫 して輸出主導型であったといえようω。 し
かもその特長は第1次 石油危機以降の低成長期に至って顕著である。表1に 示
されている輸出は財 ・サーヴィスの輸出であるが,財 の輸出に限定すれば上昇
すう勢はより明確になるであろう。
しか し,周 知のように,輸 入は所得のもれであり,GNPの 成長のマイナス
要因として作用する以上,総 需要の拡大をつうじて成長刺激となるのは海外経
済余剰,す なわち貿易収支である。か くして経済成長はGNPに 対する貿易収
支の割合と関連づけられる。名目ベースでみる限り,純 輸出の増加という外部
的な刺激についてはっきりしたことは何もいえそうもない。 しかし,不 変価格
表示では74年 を境にして振動 しなが らも,そ れ以前とは局面が異なる。少なく
ともいいうることは,低 成長期に入ってからは総需要の構成要素としてポジティ
ヴな貢献を純輸出がなしている点である。 もっともその大 きさは,さ ほど大き
くはないので余 り強調できない。
とはいえ,輸 出や純輸出の対GNP比 率が上昇傾向を示 しているからといっ
て,日 本の戦後の経済成長が輸出主導型であった,と 結論づけることはできな
い。他の総需要構成要素のウエイ トを観察 しなければ,何 ともいえない。
]皿.総 需 要 と輸 出
表2は67年 ～81年 にわたって総需要の構成動向を示 したものである。政府投
資(IG)や 民間設備投資(lp)は 循環的なパター ンをえがき,さ して顕著
な動きはしていない。 しかし,総 需要の過半を占める個人消費(Cp)と 政府
消費(CG)の ウエイ トは長期的に低下傾向にあることが知 られ,そ のす う勢
は第1次 石油危機以降とくに顕著である。それとは対照的に輸出の総需要に占
(1)1965年 以前についてはクラウス ・関日[1976]P.18,表8-6参照。日本経済が
戦後経済復興期間をへて戦前の工業生産水準を回復したといわれるのが1955年 頃で
あるか ら,本 稿でいう戦後とは55年 以降をさす。
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表2総 需要の構成(1967-81年) (%)
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年 Cp Cg Ig Ip X
1967 56.0 11.3 8.0 15.2 8.3
68 57.5 10.7 8.0 16.7 8.7
69 56.6 10.3 8.6 17.6 9.2
70 55.9 9.9 9.0 18.0 9.8
71 55.8 9.6 9.3 18.4 10.1
72 56.0 9.5 9ち5 18.3 10.9
73 56.3 9.6 9.7 17.5 11.6
74 56.4 9.6 9.5 17.0 12.4
75 56.3 9.7 9..3 16.0 13.5
76 56.2 9.8 9.5 16.0 14.2
77 55.8 9.7 9.7 15.8 14.7
78 55.0 9.6 9.7 16.0 15.0
79 54.5 9.6 9.8 16.3 15.7
80 53.7 9.5 9.6 16.7 16.0・
81 53.1 9.5 9.3 17.0 一
(注)Cp:個 人消費,Cg:政 府消費,Ig:政 府固定投費Ip:
住宅投資を除く民間固定投資,X:輸 出,1975年 価格
表示系列の5力 年移動平均値。
めるウエイ トは上昇すう勢をえがき,と くにその上昇は第1次 石油危機以降著
しい。換言すれば内需のウエイ トの低下にかわって外需のウエイ トが増大 し,
第1次 石油危機以降は内需の不振が外需の増大によりカバーされているふ しが
ある。
こうした石油危機以前と以降の期間での差異は,GNP成 長に対する各需要
構成要素の貢献度に目を移すと一層明瞭になる。図1は 実質GNP成 長率とそ
の寄与度の内訳を61～81年 について示 した ものである。
容易に知れるのは,73～74年 をはさんで前後の期間では実質GNPの 変化の
説明要因の内容に相異がみ られることである。それ以前の期間については,実
質GNPの 変化のほとんどは内需の変化を反映 しているのに対して.そ れ以降
内需のウエイ トが大きく減少 している。なかで も内需の主要構成要素である民
間設備投資にかわって外需の寄与率が急速に増大 している。
これまで表1,図1の 観察事実に基づいて経済成長プロセスにおいて輸出成
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図1.実 質GNPの 推 移(1961～81年)
(資 料)経 済 企 画 庁 「国 民 経 済 計 算 年 報 」 等
(注)た だ し,40年 度 以 前 は 旧SNAの 計数 で あ る。
長がいかなる役目をになっていたかを考察 してきた。GNPよ りも輸出や純輸
出がより急速に拡大 したことは成長の刺激が国内源泉によるものか,外 部から
支えられたものかの区別とは無関係である。 しかし,総 需要の構成内容に関す
る時系列データによれば,第1次 石油危機以降経済成長プロセスにおける輸出
の重要性は増 しているといえよう。
実際民間設備投資による生産性の向上の結果,国 際競争力が強化され輸出の
増大が実現されるプロセスはレア ・ケースではない。だとすれば,国 内源泉と
外部からの成長の刺激を明瞭に区別できるものではない。例えば,金 森[1967]
は,1955～64年 の期間に焦点を合わせ,設 備投資成長率の高い産業程,輸 出成
長率も高いという経験的事実を明 らかにしている。ケイヴズ[1970]は,民 間
設備投資などによる生産性上昇によって輸出が拡大 し,そ の結果乗数効果をつ
うじて所得成長がおこるような成長パターンを輸出加速成長(export-asslsted
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grOwth)と よび,成 長の始発 的な刺激が外国 から与え られ るよ うな成長を輸出
主導型成長(export-1edgrowth)と 定義 し,両 者 を区別 した。 しか し,い ず
れ にせ よ,純 輸出 とGNPと の成長 関係 は,理 論的には予測で きない ことを成
長モデルを用いて証明 している。
IV.成 長源泉の簡単な識別テス ト
経済成長の源泉が国内要因によるものか,対 外要因によるものかをじかに識
別することはかなりやっかいである。 しかし,輸 出成長の源泉が国内要因によ
るものか,そ れとも対外要因によるかを識別することはさしてむずかしいこと
ではない。
ケイヴズ[1971]は,輸 出成長の外的撹乱と内的撹乱要因とを区別 しうる簡
単なテス トを示唆 した。すなわち,も しこの撹乱が外国事情に基因するもので
あれば,価 格と数量の変化関係は正の相関を示すはずである。他方,も しこの
撹乱が国内供給のシフトに由来するのであれば,こ の相関関係は負となるであ
ろう。
その検証結果によれば,60年 代の大部分の期間,日 本の経済成長は明らかに
輸出主導型ではない。実際,輸 出価格指数は70年 を100と す ると,61年 に92.0
であり,68年 においても93.9に とどまったにもかかわ らず,輸 出数量は23.2%
の増加をみた。 もっとも68～71年 にかけては輸出数量,価 格ともに上昇 し,な
おかつ経常収支の黒字が増大 した。この簡単なテス トによれば,68～71年 の期
間に限って輸出主導型成長といえると結論される。
ヶイヴズの行 ったのと同じテス トを74～83年 の期間を対象にして適用 した結
果は,有 意水準に達しなかった。 したがって戦後の日本の経済成長は輸出主導
型であったとはいえない。このように輸出主導型成長といっても極めて短い期
間にしか妥当しない以上,成 長プロセスにおいて生 じるものでな く,輸 出 ドラ
ィヴのように景気循環局面で観察される程度のもので しかない。
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V.景 気循環と輸 出
輸出主導型成長が戦後日本経済の成長を一般的に特長づける概念でないこと
はもはや明らかである。だからといって経済成長における輸出の役割を無視す
る訳ではない。日本の経済構造上,原 材料の確保や内需の不振をカバーする等
マクロ的な貢献を過小評価 してはならない。第皿節でなされた考察は,投 資と
輸出が需要面で補完的な役割を果 しうることを示唆 している。そこで本節では
「輸出主導型成長」仮説と並んで日本の貿易と国内経済活動との関係を指摘す
る 「輸出 ドライヴ」仮説に検討を加えることにす る。
もっとも輸出 ドライヴと輸出主導型成長は,概 念上明確に区別されないで用
いられているきらいがある。しか し,こ こでは輸出主導型成長は成長の源泉を
めぐる成長の本質にかかわる概念であり,輸 出 ドライヴは確かに派生的な概念
かも知れないが、景気循環にかかわり,成 長との関連では安定的な成長を導 く
性格のものであると規定 してお く。輸出と経済成長との関係を生産関数に着目
して,い かに輸出が経済成長の要因である要素供給量や労働生産性 。技術など
の変化 と結びつくか,興味深い分析がケイヴズ[1971コによって展開されている。
ともあれ,輸 出 ドライヴとは,不 況期に輸出が拡大するといった具合に国内
の景気循環に嘩応 した輸出の動きを意味 し,輸 出が企業の戦略変数的な性格を
おびていることを示唆する。戦後日本の経済成長の局面で輸出 ドライヴ現象が
生 じたか否かに対する答えは図2に 示されている。図2は 総需要の増加分に対
する投資と輸出構成要素の寄与率を示す。
まず既に示 した図1か らは,総 投資とGNP成 長率が類似した循環パターン
をえがいていることが読みとれよう。なかんつ く,民 間設備投資の寄与率がG
NPの 成長率とほとんど完全に近い連関をもって動いていることに気がつく。
第1次 石油危機以降その連関の程度は弱まるにせよ,打 ち消されてはいない。
GNPの 成長率が民間設備投資の動きに左右される以上,こ の期間の日本の経
済成長は輸出主導型の証拠を示さず,む しろ投資主導型成長であるともいえよ
う。
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図2.総 需要の成長率と構成要素の増分寄与率:投 資と輸出(1968～80年)
(注)V:総 需要,、1:投 資,4:対 前年増分,1975年 価格表示系列の対前年増減率の
5力 年移動平均値
しかし,図2に 目を転 じると,総 需要成長に対する輸出の寄与率(∠X/4
V)と 総需要の成長(JV/V)と の関係は明瞭ではない。68～71年 の期間で
は両者の関係は負であり,71～80年 の期間では対照的に正の相関関係にある。
しかし,こ れらのことから総需要成長における輸出の役割を明示的に評価 しな
いことは誤りである。77年 以降はさておき,輸 出の寄与率と投資の寄与率の動
きは,お おむね負の相関関係を示 しており,総 需要成長において,輸 出と投資
が補完的な役割を果すことを物語っている。そして この補完関係が第1次 石油
危機前後に極めて強 く発輝されていることは注目に値 しよう。この時期は総需
要の著 しい減退を迎えているが,国 内需要の減退が輸出によってかなり支えら
れた事実が浮ぴあがって くる。
戦後高度成長期と低成長期における動向の差異をより明確にす るために示 し
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たのが図3で ある。この1907～65年 にわたる戦前 ・戦後を通 じる長期時系列デー
タに基づ く研究成果によれば,41〃Vと4V/Vと がパラレルに動くすう勢
が全期間にわたってみられるが,4X〃Vと4V/Vが 連動する明瞭な動きは,
第1次 大戦当時以外はほとんどみ られない。
次に重要な発見は,戦 後は戦前に比 して輸出の寄与率(∠X/4V)は 明ら
かに低下 している点である。われわれの観察結果(図2)に よれば,輸 出寄与
率の低迷はさらに71年頃までつづ くがその後第1次 石油危機をつ うじて急速に
上昇 し(∠V<0に 注意),石 油危機のマクロ的影響が収縮 した後 もかつての
低い水準に戻っていない。
要するに,総 需要の変化に輸出が大 きな役割を果 したのはむしろ戦前ではあ
るが,第1次 石油危機以降国内需要が低迷す る中で近年低成長期にあって も需
要面での輸出の役割が戦前水準にぜまるほどに急速に高まっていることが強調
される。それは」X〃Vと ∠1〃Vと の乗離幅が戦前,戦 後の高度成長期に
比 して低成長期においてせばまっていることからも裏付けられる(図2と 図3
をあわせて参照)。
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図3.総 需 要 の 成 長 率 と構 成 要 素 の 増 分 寄 与 率:投 資 と輸 出(1907～65年)
,(注)V=総 需 要,1=投 資,X=輸 出,4=対 前 年 増 分
(資 料)大 川 ・ロ ソ フ スキ ー[玉973],P.171
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VI.結 び
輸出主導型成長は様々な形で定義ぎれてはいる。諸概念を第1次 石油危機以
降の低成長期も含めて日本の戦前 ・戦後の成長経験にて らしあわせて検討した
結果を要約すれば次の様である。
第1馬に輸出数量と輸出価格に関する簡単なテス トによれば,戦 後の高度成長
期はおおむね輸出主導型成長ではない。ただし,68～71年 の短期間については
輸出主導型成長であったとみなせ る。輸出と総需要とのゑかわりは,景 気循環
の局面で生じるものである。
第2に 第1次 石油危機以降近年需要面での輸出の役割を重視 しなければなら
ない。最近では輸出は投資に匹敵する需要要因となってきている。
第3に 第i次 石油危機当時にあっては極めて強く輸出 ドライブが作用 し,景
気安定化に輸出が大きく貢献 した。.
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